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中期経営計画 

 

１．はじめに 

公益財団法人 自転車駐車場整備センターは、昭和 54 年の発足以来、

約８２．４万台の自転車等駐車場（以下、「駐輪場」という）を整備し、駅周

辺の放置自転車対策への取組みを行ってきた。 

当センターの歩みを振り返ってみると、大きく３つの時期に分けられる. 

まず、昭和５４年から平成１６年までの時期は、整備台数と管理台数が

大幅に伸びた「成長期」といえる時期であり、全国の放置自転車台数は昭

和５６年の９８．８万台をピークに平成１５年には４３．７万台となった。 

次に、平成１７年から平成２５年までの時期は、整備台数がやや減少し

管理台数がゆるやかに伸びた「成熟期」といえる時期であり、全国の放置

自転車台数は平成１７年の３８．７万台から平成２５年には１２．３万台とな

った。 

そして、平成２６年から令和元年の時期は、管理台数が減少傾向を示

すとともに直営施設の収入も漸減している「ゆるやかな後退期」といえる時

期であり、令和元年度の経常収支は５．６億円（大規模修繕等事業を除く

と実質２．３億円）の赤字を計上することとなった。全国の放置自転車台数

は平成２５年の１２．３万台から令和元年には４．４万台と大きく減少した。 

 

厳しい経営環境が続く中、令和２年度には新型コロナウイルスの感染

拡大が生じ、令和 2年 5月には直営施設の収入が前年同月比３２．１％も

減少するなど令和２年度の経常収支は７．７億円の大きな赤字を計上する

こととなった。コロナ禍という社会経済情勢の大きな変化が生じる中でも駐

輪場利用者にとって生活の足となっている自転車の利用に支障が生じな

いよう、安全・安心な駐輪場の提供を確保することは当センターの社会的

使命であり、急速な利用率の落込みにより不安定化した経営体制を健全

で安定した経営体制に回復することが急務である。 

こうした経営課題に対応するため、令和３年度から令和５年度までの３

年間を計画期間とする「中期経営計画」を策定し、集中的な取組みを行う

こととしたところである。 
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２．中期経営計画の目標 

 

 利用率を７０％に引上げる（令和 5年度末）  

 利用率については、令和元年度は７３．３％であったが、令和２年度には

６１．９％と前年度に比べ１１．４ポイントと大きく減少している。 

 利用者に対し徹底した利便増進策を講じることにより、利用率の向上を

図る。 

 

 計画期間の 3年間で経常収支の均衡を図る  

利用率向上の結果として、令和５年度末には経常収支の均衡を達成す

る。 

既に赤字化している中、コロナ禍により加速した単年度赤字体質から脱

却し、利用者へのサービス提供を安定して行える体制を構築する。 

 

 ポストコロナにおける新しい成長基盤の基礎造り  

コロナ禍の中で感じられる新しい自転車利用の動きに的確に対応する。 

また、遅れていた IT化を積極的に進めることとする。 

 

【計画期間】 

計画期間については、令和５年度まではコロナの影響を受けるウイズ

コロナ時代と考えており、令和３年度から令和５年度までの３年間とする。 

 

３．中期経営計画において取組むべき重点事項 

（１） 徹底的な利便増進策の実施 

① Suica ポイントキャンペーンの実施、保険プラスキャンペーン（当セン

ター駐輪場の 6 カ月定期の契約者全員を対象とした対人賠償保険）

の試行など様々なキャンペーンを積極的に実施する。 

② 宅配ロッカーの設置や利用者の増加が見込まれる大型車優先の駐
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車スペース拡充など利用者のニーズに的確に対応した新しい駐輪

場サービスを提供する。 

③ 駐輪場において新たに設定したロゴマークの使用を広範に行い

当センターの認知度を高める。また、利便増進策の周知を図るため、

横断幕やのぼり旗などの設置や利用者向けホームページを活用し

た広報活動に積極的に取り組む。 

④ 施設の立地や駐輪需要に応じた多様で柔軟な料金体系の構築 

に向けて、積極的に取組む。 

⑤ 空いた定期ゾーンを一時利用に活用することや団体からの需要も

積極的に受け入れるなど、管理会社と協力した利用促進策を実施

する。 

 

（２） 新しい業務委託契約の締結 

業務委託費の一部を駐輪場の利用台数に連動させる新たな積算手

法を用いた業務委託契約の提示を開始する。新しい業務委託契約に

より、センターと管理会社がパートナーとして共同で事業に取組むとい

う新しい関係への転換が図られ、管理会社の利用率向上への取組み

が期待される。 

 

（３） IT化・機械化・キャッシュレス化の推進 

利用者の利便性の向上及び管理の効率化を図るため、武蔵野市で

本格運用を開始した CYPS（Cycle Park web Service：web 上で申込み

から支払いまで行うシステム）を他の自治体へも横展開するとともに機

械化及びキャッシュレス化を積極的に推進する。これに対応するため、

建設事業積立資産の使途を拡充し、改良工事費も対象に追加する。 

 

（４） 駐輪場の新設・建替え等 

駅前駐輪場の需要が大きく減少している中でも、老朽化施設の建替
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えや無料駐輪場の有料化への需要を取り込むこととし、新規建設台数

について年間３，０００台を確保する。また、既存優良施設の管理期間の

延長を図りながら令和３年度当初のセンター総管理台数約４４万台を中

期経営計画期間中に維持することとする。 

 

４．計画期間の３年間で経常収支の均衡を図る 

  令和２年度に徹底した経費削減及び赤字施設の改善対応を実施した

が、計画期間中も更なる経費削減等の努力を続けていく。 

事業収入についてみると、計画期間中の減収圧力は、ワクチン接種の

広がりとともに緩和していくものと予測しているが、新型コロナ感染拡大以

前の状態へは戻らないもの考える。一方、利便増進策を講じて利用率７

０％を達成することにより、新たな増収効果も生じることから、計画期間の３

年目である令和５年度末には経常収支の均衡を図ることを目標とする。 

 

５．ポストコロナにおける新しい成長基盤の基礎造りのために取組むべ

き重点事項 

新型コロナウイルスの影響で、通勤、通学での自転車利用が減少して

いる中で、自転車の国内向け出荷は増加しており、従来の自転車利用と

異なるニーズが生じていることが伺われる。また、自転車活用推進法の

制定（H２８）及びコロナ禍での政府による自転車活用推進など行政によ

る自転車利用推進の動きが生じている。ポストコロナにおいては、テレワ

ークやオンライン授業の進展などにより従前のような通勤・通学中心の駐

輪需要は多様化していくものと考えられることから、コロナ対策の徹底を

図りながら、以下のような新しい自転車利用のニーズに対応した成長分

野に挑戦していく。 

 

（１）駅前中心の事業展開の見直しを図る 

これまで当センターは、通勤・通学などの鉄道利用者、駅周辺の買
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い物客などを対象に駅前を中心とした事業を展開していた。しかしなが

ら、今後は、サテライトオフィスや商店街に隣接した駐輪場管理や、商

業施設の駐輪場など他社管理の駐輪場との相互利用など従来の駅前

とは異なる立地での展開に取組むとともに、シェアサイクルなど新しい

需要に対応したサービスについて、積極的に検討を進める。 

 

（２）IT化の積極的推進 

コロナによる生活様式の変化や自転車利用者の意識の変化へ対応

するため、IT化の一層の推進が必要である。現在、武蔵野市の定期利

用者を対象としている CYPSを他の地方公共団体へも導入を進めること

により、利用者は現地に直接行くことなく２４時間申込や精算手続きを行

うことが可能となることから、利便性及びコロナ禍での安全性が高まる。

また、CYPSにより、センターと利用者が直接接点をもつことになり、満空

情報、お得なキャンペーン情報、災害情報（被災状況や利用困難状況

等）、定期更新情報など幅広い情報提供が可能となるほか利用者の利

用動向や満足度、新しいサービスに対する意見等の収集が容易にな

り、駐輪場管理の適正化や利便性の向上が期待される。 

一方、多くの個人情報を直接当センターが受け取ることになるため、

個人情報の管理についてはより一層厳格に取組むこととする。 

 

６．引き続き取り組むべき重点事項 

（１）安全安心の確保 

安全・安心のサービスを利用者へ提供するため、防犯カメラの設置、

明るく寿命が長い LED照明の導入を進めるとともに、ウイズコロナ時代

に求められる駐輪場の衛生管理の徹底やキャッシュレス化を進めてい

く。 
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（２）大型車への対応 

高齢者や子育て世代中心に電動アシスト自転車の普及が進んでいる

ことを踏まえ、大型車が余裕を持って駐車できる空間や幅広のラック等

の整備について、要望を把握しながら的確に対応していく。 

 

（３）まちづくりとの連携 

中心市街地活性化やまちなか再生に向けてコンパクトシティ形成に

資する取組みが進められている中、令和２年度の改正都市再生特別措

置法で位置付けられた「居心地が良く歩きたくなる（ウォーカブル）」空間

の創出に向けた新しい取組みも進んでいる。このようなまちづくりの動き

と連携して、まちなかでの開発事業と一体となった駐輪場整備、連続立

体交差事業で生じた高架下の有効活用、自転車ネットワーク計画などと

連携した駐輪場整備を進めていく。 

 

（４）大規模修繕事業 

施設の老朽化による、基本性能、快適性、利便性の低下等に対応す

るため、引き続き大規模修繕等事業を実施し、機能回復、施設の長寿

命化を図ることとする。 

なお、大規模修繕等実施計画については、平成３０年度から令和４年

度までの５年間から、令和６年度までの７年間に期間を延長したところで

ある。 

 

（５）調査研究 

自転車総合研究所においては、健全な自転車利活用の促進を図る

ための調査や駐輪場整備のあり方に関する調査を実施する。直営駐輪

場等の利用実態や駐輪場の需要動向、立地可能性等について調査す

るとともに、自転車活用の新しい動きや地方公共団体の自転車施策の

動向の把握、分析を行う。 
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（６）広報活動 

ホームページについて、利用者目線で大幅な見直しを行い、駐輪場

検索や利用者向け情報に特化したホームページを新たに創設した。駐

輪所検索については隣接する駅も含め複数の駐輪場を地図で示し、ま

た、利用者向け情報ではキャンペーン情報の提供、定期の空き状況の

更新頻度を上げる、SNS機能を実装するなどの工夫を行った。今後は、

より一層利用者向け情報提供の充実に努め、利用者の利便性の向上、

満足度の向上に努めていく。 

 

（７）海外無償供与の休止 

これまで、地方公共団体の協力を得て、引き取り手のない撤去自転

車を発展途上国へ無償供与を行っており、実績は約２８万台に及ぶ。令

和２年１２月にはその功績が大いに評価されて外務大臣より表彰状が授

与された。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行によ

り、海外現地での円滑な供与が困難な状況が続き、解消の見通しがた

たないこと、また、当センターの財務運営も厳しい状況にあることから令

和２年７月のカンボジア王国向けの供与をもって、当面の間、事業を休

止する判断を行った。再開の可否については、日本国内・海外現地の

新型コロナウイルスの沈静化の状況、当センターの財務状況などを勘案

しながら判断することとする。 


